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岐阜県の概要
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岐阜県の姿
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●

●
●

岐阜県
●
高山

岐阜
●

東京

名古屋

京都

大阪

中部国際空港
（セントレア）

岐阜県は日本のほぼ中央に位置

●人 口・・・・・・・・・・・・・・・・ 201万人 （H29 全国17位）

●面 積・・・・・・・・・・・・・１万0,621k㎡ （H29 全国 7位）

●産業別就業人口比率（H27 国勢調査）

第1次産業 3.2％ （全国平均 4.0％）

第2次産業 33.1％ （ 〃 25.0％）

第3次産業 63.7％ （ 〃 71.0％）

＜岐阜市へのアクセス＞
東京～約２時間（新幹線）
大阪～約1時間（新幹線）
中部国際空港～約1時間（電車）

＜高山市へのアクセス＞
東京～約３時間半（新幹線）

●県内総生産・・・・・・・ ７兆5,515億円 （H27 全国22位）

●事業所数・・・・・・・10万331事業所 （H28 全国17位）

●事業所従業者数・・・・・ 88万780人 （H28 全国18位）

●製造品出荷額・・・・・・5兆3,854億円 （H28 全国21位）

●県内観光入込客数・・・・・7,212万人 （H28 延べ人数）

●経済活動別県内総生産（H27）

低い完全失業率
■H30.4～6期
岐阜県 1.6%(全国４位)
全国 2.5%

高い有効求人倍率
■H30.7
岐阜県 2.07(全国４位)
全国 1.63

工場立地件数が多い
■H29
岐阜県 30件(全国13位)
全国 21.9件

地の利 （岐阜市まで）

■名古屋～約20分（電車）
■大阪～約1時間（新幹線）
■東京～約2時間（新幹線）

●

富山

●
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農業, 0.7 林業, 0.1

水産業, 0.0
鉱業, 0.1

製造業, 28.0

電気・ガス・水道・廃棄物

処理業, 2.5

建設業, 5.1

卸売・小売業, 8.7

運輸・郵便業, 4.6

宿泊・飲食サービス業, 2.6

情報通信業, 2.5

金融・保険業, 4.7

不動産業, 12.4

専門・科学技術、業務支

援サービス業, 5.3

公務, 4.5

教育, 3.7

保健衛生・社会事業, 8.3

その他のサービス, 5.4



＜北陸新幹線＞
2015年3月開業

＜リニア中央新幹線＞
2027年 東京-名古屋間開業予定

＜東海北陸自動車道＞
白鳥ＩＣ～飛騨清見ＩＣの
片側２車線化工事進行中

＜東海環状自動車道＞
2024年の全線開通を目指し
西回り区間を整備中

優れた交通インフラネットワーク

東海道新幹線

主要高規格道路 主要高規格道路
（整備予定）

主要鉄道（新幹線等）

リニア中央新幹線
（整備予定）

JR高山線
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岐阜

高山

富山

金沢

中央自動車道

名神高速道路



「清流の国ぎふ」創生総合戦略
■ 岐阜県では、全国に先駆けで人口減少問題に着目し、平成２１年に「人口減少時代への挑戦」と副題

に掲げた県政運営の指針となる「岐阜県長期構想」を策定し、あらゆる政策を総動員して取り組ん
できました。

■ 平成２７年１０月には、長期構想に示した政策等について、地方創生という切り口で、平成３１年度

までに取り組む施策群をまとめた「「清流の国ぎふ」創生総合戦略」をとりまとめ、「人口減少
そのもの」と「人口減少社会」の双方に挑戦しています。

結婚から子育てまで切れ目のない支援や男女が活躍でき
る社会の推進、教育環境づくり、各産業やスポーツ、文
化などの将来を支える「ひとを育む」
【取組み】
・「婚活サポーター」の養成など結婚相談に関する支援
・「岐阜県ワーク・ライフ・バランス推進企業」の登録拡大
・産学金官連携による県内企業の人材確保支援

「岐阜県成長・雇用戦略」の推進、観光産業の基幹産業
化、県内企業の新製品や農林畜水産物の販路開拓・海外
展開などに取り組み、地域の将来を支える人が活躍でき
る「しごとをつくる」
【取組み】
・「航空宇宙」、「医療福祉機器」、「医薬品」、「食料品」、
「次世代エネルギー」といった成長分野の重点的支援
・「白川郷合掌造り集落」など世界に誇る遺産を活かした観光
誘客の拡大
・県産農林畜水産物の国内外への販路拡大

移住・定住施策の推進や企業等の誘致、観光客の国内外からの誘
客などに取り組み、将来を支える人を「岐阜に呼び込む」
【取組み】
・３大都市圏における移住相談拠点の設置など都市部への情報発信強化
・企業の本社機能の移転促進や県外流出の防止

人口構造・世帯構造の変化に適応し、地域において求められる人
材の育成や仕組みづくりなどに取り組み、「安心をつくる」
【取組み】
・障がい者のための福祉、医療、教育、文化芸術、スポーツ及び就労
の一体的な拠点「ぎふ清流福祉エリア」の整備
・医療・介護人材の育成・確保や多職種が連携した在宅医療体制の構築

市町村や大学、民間企業、ＮＰＯなど多様な主体と連携・協力し、
それぞれの強みや特性を活かし、地域の課題をともに解決するた
めに「まちをつなぐ」
【取組み】
・関ケ原古戦場を核とした広域観光の促進
・岐阜かかみがはら航空宇宙博物館の魅力向上
・「ひがしみの歴史街道」における周遊滞在型観光地づくり

基本目標と取組

目標１：ひとを育む

目標２：しごとをつくる

目標３：岐阜に呼び込む

目標４：安心をつくる

目標５：まちをつなぐ
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■ 平成２9年の工場立地件数（製造業）は30件で全国12位、工場立地面積は68haで全国5位と
前年に引き続き 経済好転への高いポテンシャルを維持

■ 今後とも、ソフト面、ハード面の対策を講じることで、更なる企業誘致を推進

＜要 因＞

１ 金融機関との連携体制の強化
・ 県内金融機関との定期的な情報交換

２ 広域アクセスの充実
・ 高速道路網整備による広域アクセスの充実

３ 強固な地盤
・ 地震災害リスクに備えた工業団地の強固な地盤

＜現在の取組み＞

○ ソフト面 ：航空・宇宙、医療・福祉機器・食料品関連産業等への企業立地補助金の要件を緩和
→ 今後大きな成長が見込まれる分野、景気変動の影響を受けにくい分野を重点化

○ ハード面 ：戦略的な工場用地開発の推進
→ 東海環状自動車道（西回りルート） の開通を見据えて優先度が高い工場用地候補地について

開発可能性調査等を実施し、加速的に開発を推進
※開通見通し：2024年度

H25 H26 H27 H28 H29
岐阜県件数 26 41 37 41 30
順位 12 8 8 6 12
全国平均件数 17.7 21.4 22.2 21.1 21.5

出典　経済産業省　「工場立地動向調査」　（製造業）

＜立地件数＞

企業誘致の取組み
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メディカル工業団地

生活技術研究所

中部縦貫自動車道
高山ＩＣ

白鳥ＩＣ

岐阜大和ＩＣ

飛騨清見ＩＣ

丹生川ＩＣ

４車線化

地下フードリサーチクラスター

中部総合車両基地

多治見ＩＣ

土岐南多治見ＩＣ

恵那ＩＣ
中津川ＩＣ

リニア関連企業

鉄道車両用電気機器
部品製造企業

トヨタ紡織テストコース

リニア岐阜県駅

岐阜大学応用生物
科学部

農業技術センター

養老ＳＩＣ

関ケ原ＩＣ

安八ＳＩＣ

岐阜羽島ＩＣ

大野神戸ＩＣ

大垣西ＩＣ

岐阜ＩＣ

岐阜三輪ＳＩＣ

岐阜各務原ＩＣ

関広見ＩＣ

可児御嵩ＩＣ

トヨタ自動車テストコース

飛騨メディカルバレー

新ヘルスケア・クラスター

既存医薬品メーカーの立地を活か
した新ヘルスケア産業の集積

・医薬品製造

・医療機器部品製造
・健康食品製造

航空機関連クラスター

次世代航空機の生産強化のために航空
機関連企業の集積を図る

・航空機素材製造

・内装・座席製造
・降着システム製造
・油圧・燃料・制御製造
・電子機器製造

食品クラスター

豊かな水資源を活かした
食品関連企業の集積

・乳製品製造

・調味料製造
・パン・菓子製造
・清涼飲料製造
・酒類製造

次世代自動車クラスター

次世代自動車（プラグインハイブ
リッド車、電気自動車、燃料電池
車）関連製造企業の集積

・リチウム電池製造

・バッテリー製造
・燃料電池製造

リニアテクノクラスター

リニア中央新幹線の技術に関連す
る研究開発拠点とリニア関連の高
度技術企業の集積

・超伝導ケーブル製造

・モーター制御装置製造
・駆動制御システム製造

航空機人材育成システム

スマートアグリパーク

ハイテク植物工場（機能性
野菜や高級花木）の集積

リニアテクノ工業団地

神岡宇宙素粒子研究施設

国際たくみアカデミー

川崎重工及び
川協企業集団

美濃ＩＣ

VRテクノセンター
中日本航空専門学校

ぎふ技術革新センター

航空機関連工業団地

岐阜県企業誘致戦略
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企業立地の累計推移（製造業） ： 件数

～H20年度からの累積～

岐阜県

全国平均

【未来工業（株）垂井工場】
○企業の事業所設置に係る初期投下固定資産取得費（土地、建物、償却資産）等に対して助成する「岐阜県企業立地
促進事業補助金」を活用し、電気設備資材等の製造を行う工場を垂井町に新設

- 立地場所 不破郡垂井町

- 敷地面積 約６ｈａ
- 操業開始 平成２９年９月

企業が工場の新設・移転先として検討する地域として、本県は全国８位。（H27 帝国データバンク調べ）
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■ 平成２９年の観光誘客の動向をみると外国人観光客の宿泊者数は、中国からの減少の一方、欧米豪
地域からの増加傾向が顕著

■ 今後も、観光消費額の拡大につながる宿泊滞在型観光を促進するため、多角的な観光戦略を展開

・広域周遊観光の核づくり（関ケ原古戦場、東美濃歴史街道）

・特色ある観光資源の市場化

・「世界に誇る遺産」等を活用した国内外からの誘客促進

・観光産業を支える人材確保・育成

・広域的な観光地域づくりの推進

・ユニバーサルツーリズムの普及（バリアフリー観光、受入環境整備）

＜現在の取組み＞

<中国・香港のほかASEAN諸国が減少し、欧米豪が増加>

観光誘客の取組み
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・Ｈ23.5 国交省が整備計画を決定
ＪＲ東海へ建設の指示

・Ｈ23.11 ＪＲ東海が中間駅建設費を全額自己負担
する方針を表明

・Ｈ25.9 ＪＲ東海が県内中間駅候補地及び中部総合
車両基地候補地を公表

・H26.10 国土交通大臣がＪＲ東海の工事実施計画
を認可

・H28.6 ＪＲ東海が県内で初となるリニア建設の工事
契約を締結

・Ｈ39 東京-名古屋間開業予定
（2027年）

・Ｈ57 名古屋-大阪間開業予定
（2045年）

＜リニア整備スケジュール＞ ＜岐阜県の取組み＞

・Ｈ26.3   「リニア中央新幹線活用戦略」の発表
【戦略分野】 【戦略の視点】
・観光振興、まちづくり ・広域的に効果を波及
・産業振興 ・大都市機能を分担
・基盤整備 ・岐阜県独自の魅力を発揮

・Ｈ27.3   「リニア岐阜県駅周辺整備基本計画」の発表
リニア岐阜県駅の駅前広場をはじめとする駅周辺施設等の
整備に係る全体像や必要とされる個別機能を整理

・Ｈ28.3   「リニア岐阜県駅周辺整備概略設計」の発表
基本計画をもとに、駅に求められる機能や役割について

具体化し、平面図・イメージ図等を提示

・Ｈ29.4   「リニア中央新幹線活用戦略推進事業費補助金」の創設
県内の市町村が行うリニア中央新幹線活用戦略の推進に

資する事業に対する補助制度を創設

■ リニア中央新幹線のルート及び県内中間駅設置場所について、平成25年9月、ＪＲ東海が発表
■ リニア開業効果を県内全域に波及させるため、岐阜県では平成２６年3月、「リニア中央新幹線活用

戦略」を策定

リニア中央新幹線を活用した地域づくり
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岐阜県リニア中央新幹線活用戦略
（平成26年3月策定）

観光振興・まちづくり戦略

基盤整備戦略

産業振興戦略

リニアミナモ
©岐阜県/ＪＲ東海協力
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岐阜県の財政状況
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○歳入決算額は、投資的経費の縮小等による国庫支出金及び県債の減少などにより、平成12年度をピークに
減少（Ｈ21年度は国の交付金増加等により一時的に増加）

○29年度決算においては、県税が増加した一方、国の補正予算に伴う国庫支出金の減少に加え、財政調整基
金の取崩額の減少による繰入金が減少

歳入決算額の推移
（普通会計ベース・30年度は当初予算額）
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税収の決算額の推移

○決算ベースでの県税収入は、平成29年度決算においても、引き続き連続で増加
○雇用・所得環境の改善により、個人県民税（均等割・所得割）が増収
○好調な株式市場の影響により、配当割・株式等譲渡所得割（その他の諸税に計上）が増収

（普通会計ベース・30年度は当初予算額）
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歳出決算額の推移

○景気対策として、過去数次にわたる積極的な財政出動（公共事業における有効需要創出）を実施してきた
が、平成12年度から投資規模を抑制。また、行財政改革による職員定数の削減により人件費を抑制。

○29年度決算においては、投資的経費の減少、県債発行の抑制による公債費の減少などにより、前年度か
ら減少

（普通会計ベース・30年度は当初予算額）
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実質収支の推移

○本県は、これまで赤字決算は一度もなく、実質収支は黒字で推移

※ 実質収支は、形式収支（歳入総額－歳出総額）から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた額

（普通会計ベース）
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県債の状況
○政府資金が減少、銀行等縁故資金が増加傾向にある中、資金調達手段を多様化
・ 「全国型市場公募債」を発行→H16・17：１００億円、H18：３００億円、H19・20：２００億円、H21～24：１００億円

Ｈ25～30 １５０億円（Ｈ30：10月発行）

○平成20年度末に行財政改革指針を策定し、21年度から向こう４年間を「緊急財政再建期間」と位置づけ、21年度
以降の県債発行額を20年度当初予算の５％程度抑制。※災害、急激な税収減、国の政策など特別な事情除く

○以後、指針の考え方を基本としつつ、対象事業の施行状況等を踏まえながら発行

資金別県債発行実績 県債残高の推移

17

※公共団体金融機構＝旧公営企業金融公庫資金
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公債費の状況（決算額及び30年度予算額）

○ 県債（借金）残高が高水準となっていることから、毎年度の公債費が増加
○ 近年、公共投資の縮減などによる県債発行の抑制に努めたことなどにより、公債費は平成21年度をピークに

減少

18

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

公債費 440 772 735 490 545 578 584 652 739 787 865 957 1,000 1,058 1,181 1,278 1,320 1,348 1,311 1,296 1,279 1,265 1,242 1,214 1,152 1,128 1,056
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基金の状況

○積立基金は、平成４年度末をピークとして、11年度までは毎年度２００～３００億円を取り崩し、
大幅に減少

○財源対策として活用可能な基金は、12年度以降は７００億円程度で推移していたが、19年度から
は再び減少
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健全化判断比率

指標名 対象範囲 岐阜県 全国平均
財政健全化法

早期健全化基準 財政再生基準

１．実質赤字比率 一般会計等
－

－ ３．７５以上 ５以上
－

２．連結実質赤字比率
一般会計等
公営企業会計

－
－ ８．７５以上 １５以上

－

３．実質公債費比率
一般会計等
公営企業会計

１１．８％
＜全国１８位＞

１１．９％

２５以上 ３５以上
１０．０％

＜全国 ８ 位＞
１１．４％（速報）

４．将来負担比率

一般会計等
公営企業会計
一部事務組合
地方公社
第三セクター

１９５．８％
＜全国２９位＞

１７３．４％

４００以上
１９９．１％

＜全国 ２９ 位＞
１７３．１％（速報）

５．資金不足比率 公営企業会計
－

－ ２０以上
－

※1 一般会計等には、本県では９特別会計（公債管理特別会計、用度事業特別会計、地方独立行政法人資金貸付特別会計、母子父子寡婦福祉資金
貸付特別会計、中小企業振興資金貸付特別会計、就農支援資金貸付特別会計、林業改善資金貸付特別会計、県営住宅特別会計、徳山ダム上流
域公有地化特別会計）が含まれる。

※2 上段は平成28年度。下段は平成29年度。

※3 本県欄の「－」は黒字であることを示す。

※4 上段は平成28年度。下段は平成29年度。なお、平成29年度は、H30.9.27総務省発表数値（加重平均）

※１

※２

※３

※４

○景気対策として、県債を財源に過去数次にわたる積極的な財政出動を実施してきた結果、公債費負担が
多額になったことがこれらの比率を押し上げたが、行財政改革の取り組み等により改善

20



経常収支比率

◇県財政の余裕度を示すもので低いほど健全
◇公債費、社会保障関係経費などの義務的経費の
増等により急速に上昇したが、近年は横ばい

財政力指数

◇県財政の体力を示す指標で高いほど強い
◇本県は全国平均を上回る水準を維持

21
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公営企業決算

水道事業 工業用水道事業 病院事業

２９年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

収益的収支（損益勘定）

収入 ６，６２２ ５，２５６ ８５ ９５ ２７０ ２９９

支出 ４，４５０ ３，９９５ ６７ ６６ ２７０ ２９９

収支差引 ２，１７２ １，２６１ １８ ２９ ０ ０

資本的収支 （資本勘定）

収入 ５１５ ６５７ ７ ７ ９９３ １，９４８

うち企業債 ０ ０ ０ ０ ０ ０

支出 ３，０３２ ３，７６３ ６６ ７０ ９９３ １，９４８

うち企業債償還金 ５９４ ６２７ ４２ ４１ ９９３ １，９４８

収支差引 ▲２，５１８ ▲３，１０５ ▲５９ ▲６３ ０ ０

内部留保資金 １２，８２６ １１，２１２ ９８ １０２ － －

（単位：百万円）

［水道事業］
○可茂地区（美濃加茂市、可児市等）、東濃地区（多治見市、中津川市等）に水道用水を供給

［工業用水道事業］
○可茂地区（美濃加茂市周辺企業）に工業用水を供給

［病院事業］
○岐阜県総合医療センター、多治見病院、下呂温泉病院の３病院を経営

※H22.4.1から３病院は地方独立行政法人化している。

※資本的収支の不足額は、いずれも損益勘定留保資金などで補てん

22



地方公会計に基づく財務諸表（１）

資産 ２８年度末 ２７年度末 増減 負債 ２８年度末 ２７年度末 増減

有形固定資産 １６，２６７ １６，３８１ ▲１１４ 県債 １４，７３１ １４，４９５ ２３６

退職手当引当金等 ２，４９５ ２，５７３ ▲７８

流動負債 １，５５０ １，５２４ ２４

負債合計 １８，７７７ １８，５９２ １８５無形固定資産 ５５８ ５６５ ▲７

純資産 ２８年度末 ２７年度末 増減
投資等 ２，２２３ ２，２１７ ６

固定資産等形成分 １９，４８８ １９，６４２ ▲１５４

余剰分（不足分） ▲１８，５７６ ▲１８，４２２ ▲１５４流動資産 ６４１ ６４９ ▲８

純資産合計 ９１２ １，２２０ ▲３０８

資産合計 １９，６８９ １９，８１２ ▲１２３

負債・純資産合計 １９，６８９ １９，８１２ ▲１２３

「後世の負担となる県の債務」

「これまでの世代による負担」

「後世へ引き継ぐ県の社会資本」

バランスシート（一般会計等）

◆本県の財務状況は、資産が負債を上回り、債務超過とはなっていない
◆「資産」は建物整備や道路建設に伴い増加した一方、減価償却累計額の増加により減少 → 県民１人当たり ９５３千円
◆「負債」は臨時財政対策債の増加等に伴い地方債が増加した一方、職員数や平均勤続年数の減少により退職手当引当金
が減少 → 県民１人あたり ９０９千円
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平成２８年度

（行政目的別）

総費用

A

総収益

B

行政コスト

A－B 

財源

生活インフラ ・

国土保全
１，２５３ ３８ １，２１５

国庫補助金

７９８

地方債

１，６８９

税収等

３，０４７

その他

９２４

教育 １，９８０ ８９ １，８９１

福祉 １，１１８ ３２ １，０８６

環境衛生 ２３０ ３８ １９２

産業振興 ６６１ ９６ ５６５

警察 ４１５ ３４ ３８１

総務 １，１９０ ６２ １，１２８

合 計 ６，８４７ ３８９ ６，４５８ ６，４５８
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地方公会計に基づく財務諸表（２）
行政コスト計算書（一般会計等）

※ 総費用＝経常費用（人件費・物件費等・補助金・扶助費など）＋臨時損失（災害復旧事業費など）
※ 総収益＝経常収益（使用料及び手数料・宝くじ収益金・各種負担金など）＋臨時利益（生産物売払収入など）

◆経常費用は６，７８５億円、臨時損失は６２億円 → 「費用」 県民１人あたり ３３１千円
経常費用は人件費や物件費等の業務費用が６２％、市町村等への補助金や扶助費などの移転費用が３８％を占めている

◆経常収益は２９２憶円、臨時利益は９７憶円 → 「収益」 県民１人あたり １９０千円
（単位：億円）



地方三公社決算状況

１ 事務局等の統合（２公社）

・常勤役員、事務局の一部を
統合（Ｈ11～）

２ 住宅供給公社（着実な遂行）

・平成26年度決算で債務超過が
解消
・平成27年度以降、次の取組み
等によりキャッシュフローを確
保し、借入残高を縮減
－保有宅地の早期処分
－賃貸住宅の入居率の向上
－借入利率の見直し

公 社 名
岐阜県

土地開発公社
岐阜県
道路公社

岐阜県
住宅供給公社

出
資
状
況

出資団体数 1 4

出
資
金
額

総額 5 551

当該団体 5 550

その他団体 1

貸
借
対
照
表

資
産

流動資産 12,954 1,715

固定資産 6,751 6,793

繰延資産

資産合計 19,705 8,508

負
債

流動負債 501 3,929

固定負債 10,277 4,214

特別法上の引当金等

負債合計 10,778 8,143

資
本

資本金 5 551

剰余金 8,922 ▲ 186

法定準備金

資本合計 8,927 365 

負債・資本合計 19,705 8,508

損
益
計
算
書

経
常
損
益

営業収益 (a) 4,290 2,487

営業費用 (b) 4,247 2,337

一般管理費 (c) 80 6

営業利益 (d=a-b-c) ▲ 37 144

営業外収益 (e) 16 6

営業外費用 (f) 3 20

経常利益 (g=d+e-f) ▲ 24 130

特
別
損
失

特別利益 (h) 2

特別損失 (i) 

特定準備金計上前利益 (j=g+h-i） ▲ 24 130

特定準備金取崩 (k) 

特定準備金繰入 (l) 

法人税等 (m) 

当期利益 (n=g+h-i-m) ▲ 24

住宅供給公社については
(n=j+k-l-m) 

130

（単位：団体、百万円）
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事務事業見直し（昨年度の取組み）
み）■ 職員の負担を軽減し、仕事に対するモチベーションを高めるため、職員自らがすべての事務事業について見直しに取り組

みました。
■ 併せて、今後も効率的で質の高い県民サービスを継続していくため、既存事業や執行体制を見直すとともに、規制緩和や

市町村への権限移譲、民間等の活用といった観点からも見直しを行い、こうした見直し結果を「事務事業見直し方針」と
してとりまとめました。

■ この見直し方針により、事務事業の効率化を図り、新たな行政課題に迅速かつ柔軟に取り組んでいくことで、県政の更な
る充実を目指していきます。

① 事業の見直し １３４事業 縮減額：県費▲５．７億円

【主な事業】

Ⅰ 現行制度の見直し 県費▲１．９億円

○消防団員確保対策に関する支援制度

○中小企業への補助制度

○文化施設の企画事業

Ⅱ 目的を達成した事業の見直し 県費▲１．５億円

○電線等周辺の倒木の恐れがある立木伐採への支援

○慢性腎臓病医療のための寄附講座

○苗木生産者が必要な施設等を導入するための支援

Ⅲ 市町村との役割分担の整理 県費▲０．７億円

○在宅医療のサポート窓口設置に対する支援

○市町村立保育所整備に対する支援

Ⅳ 事業実績を踏まえ、適正な予算規模に見直し 県費▲１．６億円

○清流の国づくりに係る市町村補助金

○住宅耐震診断や補強工事に関する補助金

② 効率化に向けた見直し

Ⅰ 業務委託の精査 ７６事業

○業務委託内容のチェック体制の構築

Ⅱ 実行委員会方式の見直し ２９団体

○実行委員会方式の適否の検証

Ⅲ 外郭団体事業実施体制の見直し ４団体

○県や他団体との業務統合など役割分担を整理

Ⅳ モデル事業の精査 ３２事業

○全県展開に至るまでのプロセスを精査するとともに、事業終期を

設定

Ⅴ 啓発事業の見直し ６事業

○事業効果が低い物品の配布を廃止

Ⅵ 効果的な公共施設の管理（事務見直し項目としても整理）

○公共施設に係る修繕や改修、長寿命化等補修経費を一元化

③ 新たな行政課題に対する取組み
○事業の見直しにより捻出した財源を活用し、社会情勢の変化など

による新たな行政課題へ対応
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（１） 事務の改善

① ルール作り ４７項目
② 業務プロセスの見直し １０８項目
③ 業務の集約化 １６項目
④ 職場環境づくり ３８項目
⑤ ＩＴの有効活用 ３５項目

計 ２４４項目

（２） 事業の見直し



岐阜県（市場公募）債発行額
の推移と今後の発行予定
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発行額の推移

平成30年度発行計画 (実績含む）
（単位：億円）

岐阜県債（市場公募債）発行額の
推移と今後の発行予定

・ 平成30年度の岐阜県債発行額は、前年度より30億円増の380億円を予定しています。

・ 安定的な資金調達手段の確保及び、調達手段の多様化のため、今後も市場公募債の発行を進めていく予定です。
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個別債（10年） 10月 150

共同債 ５月 30 ７月 30 ９月 50 11月 30 １月 40 ３月 50



岐阜県総務部財政課
〒５００－８５７０
住所 岐阜県岐阜市薮田南２－１－１
ＴＥＬ ０５８－２７２－１８９６
ＦＡＸ ０５８－２７８－２５３１
Ｅ－ｍａｉｌ c11105@pref.gifu.lg.jp

岐阜県ホームページアドレス
http://www.pref.gifu.lg.jp/

お問合せ先
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